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【まとめ】 

介護施設における性的マイノリティの受

入態勢について、郵送調査による現状把握

を行うとともに、その結果を踏まえ、態勢

の整備・向上に係る課題を探る検討会を開

催した。入所者のなかに性的マイノリティ

が既に含まれている可能性を意識できるよ

う、具体的事例を知ることの必要性や、差

別的対応を行ってしまった場合の対処方法

を知り、性的マイノリティ入所者への関わ

りを躊躇させない手立てを考えることなど

が課題として浮上した。 

 

１．研究の目的 

本研究は、介護施設における性的マイノ

リティ高齢者の受入の実情を把握した上で、

受入態勢の整備・向上に向けた提案を行う

ことを目的とする。それを通し、高齢期の

生活環境の選択における性の不平等の是正

を図る。 

介護サービスの利用機会における不均衡

の是正は、平等な高齢者福祉の実現のため

に不可欠である。介護サービスの利用に際

して性的マイノリティ高齢者が抱える困難

は、そのような高齢期の社会的不平等に関

する問題のなかでも特に不可視化されてお

り、国際的な老年学研究の動向を見ても、

最も取り組みが遅れている。「高齢化先進国」

として世界の注目を集める日本が、介護サ

ービスの提供における性の不平等の解消に

向けた道筋を示すことは重要であり、本研

究から得られる知見は、その道筋の提示に

資するものである。 

介護施設の利用機会における不平等は、

特に解決の難しい問題である。介護施設は

在宅生活が困難になった場合の選択肢の一

つだが、プライバシーの保護が難しい集団

生活が求められることもあり、性的マイノ

リティのための生活環境として機能するた

めには解決すべき事項も多い（例えば、ト

ランスジェンダーの高齢者が懸念なく利用

できる共用トイレや浴室が整備されている

か、あるいは、入所者が全員異性愛者であ

ることを前提とした声がけや集団生活の組

み立てを行っていないか、など）。これらが

解決されない限り、性的マイノリティにと

って介護施設は選択可能な生活の場になり

えず、在宅生活が困難な性的マイノリティ

は、生活環境を失いかねない。 

そこで本研究ではまず、全国の特別養護

老人ホームおよび有料老人ホームを対象に

郵送調査を実施し、上記の事項に対する管

理者の意識や、施設としての取り組み状況

について実態を把握した。次に、郵送調査

の結果をもとに、性的マイノリティ支援お

よび／または高齢者ケアを専門とする識者

による検討会を行い、介護施設における受

入態勢の整備・向上のためにはどのような

課題があり、それにどのように取り組んで

いく必要があるかを整理することを試みた。 

 

 



２．研究方法と経過 

２－１．郵送調査 

全国の特別養護老人ホームおよび有料老

人ホーム計 2,000 施設に調査票を郵送し、

施設長による回答・返送を依頼した。対象

施設は、2019年 7月の時点で「医療介護情

報局」に掲載されている全国の施設一覧か

ら無作為に抽出した。調査は 2019 年 9 月

に実施し、400（20%）の施設から回答を得

た。回答が返送された施設の内訳は特別養

護老人ホームが 56.0%、地域密着型特別養

護老人ホームが 18.8%、有料老人ホームが

22.3%、地域密着型有料老人ホームが 3.0%

であった。 

２－２．検討会 

2019 年 12 月に東京都健康長寿医療セン

ター研究所にて実施した。参加者の専門領

域は社会学、看護学、応用倫理学、老年学

などである。検討会では最初に代表研究者

が郵送調査の結果を報告した上で、そこか

ら見出される問題は何か、何がそのような

問題を生じさせているか、そしてその問題

にはどのように取り組んでいくことが望ま

しいか、などを全員で議論した。 

 

３．研究の成果 

３－１．郵送調査の結果 

入所者の性自認は考慮されるのか 

部屋割りに際して、入所者の性自認を考

慮してそれを行うかどうかを尋ねた質問に

は、３分の１程度（30.5%）の施設が回答

に「その他」を選んでいた（「その他」の具

体的内容については下記参照）。「その他」

と無回答（3.8%）を除いた残りの施設につ

いては、部屋割りの際の性自認の考慮に肯

定的な「必ずそうする」（11.8%）と「どち

らかといえばそうする」（41.1%）が半数以

上を占めていた。 

なお、「その他」に付記された自由記述に

は、入所者の性自認にもとづく部屋割りが

構造的に難しい理由（施設に空室が出次第

そこに入所してもらうしかないため本人の

属性による調整ができない、など）や、性

自認を考慮する必要を感じない理由（全員

個室なので性別は問題にならない、など）

のほか、「他の入所者が認めないかもしれな

い（ゆえに我慢してもらうほかはない）」と

いう「マジョリティへの配慮」を理由に、

性自認を考慮した部屋割りを事実上拒否す

る回答もあった。 

施設内の共用トイレについては、共用ト

イレのある施設の 8 割近くが、性別にかか

わりなく利用できるトイレを備えていた。

他方、男女別の共用トイレがある施設に対

し、入所者の性自認を考慮したトイレの利

用が可能かどうかを尋ねたところ、「どちら

ともいえない」（52.2%）と答える施設が最

も多かった。明確に「（性自認にもとづいた

トイレの利用が）できる」と回答した施設

は 42.6%、明確に「できない」と回答した

のは 5.1%だった。 

入浴の際の配慮はなされるのか 

入浴に関する配慮としては、脱衣所や浴

室で入所者同士が顔を合わせたり、一緒に

利用したりすることがないように入浴する

ことは可能かどうかを尋ねた。トランスジ

ェンダーの入所者も含め、自分の身体に向

けられる他者の目を懸念する人への配慮が

なされているかを問うための質問である。 

約 3 割の施設が無回答だったものの、回

答のあった施設では、「常に可能」と回答し

たのは 43.4%、「入所者が希望すれば必ず可



能」は 15.0%、「出来る限りそうする」は

27.0%であり、あわせると 85%以上が入浴

に関する入所者の希望に応えようという意

向を示していた。 

同性パートナーは入所者へのケアの代理決

定者として認められるのか 

 ケアの代理決定に関する施設の基本方針

については、シナリオを用いて尋ねた。「本

人にとっての『家族』として『同性パート

ナー』がいる（子どもはいない）」「肉親に

あたるのは『きょうだい』と、その子ら（『お

い・めい』）のみ」という入所者を想定して

もらい、その入所者の機能が著しく低下し、

本人とのコミュニケーションができなくな

った場合、施設は基本的にどのような方針

をとるかを回答してもらう方法である。施

設の方針については、提示した複数の意見

のそれぞれに対し、どの程度合致するかで

回答してもらった。 

全体的な傾向としては、「同性パートナー」

よりも「きょうだい」や「おい・めい」の

意向を優先させる場合が少なくないことが

示唆された。例えば、「『同性パートナー』

よりも『きょうだい』『おい・めい』が中心

となって決定を行ったほうがよい」という

意見に対しては「そう思う」（16.2%）と「ど

ちらかといえばそう思う」（36.7%）という

賛同の意見が半数を超えていた。また、「『同

性パートナー』は『きょうだい』『おい・め

い』が認めた場合にのみ決定に関わってよ

い」に対しても「そう思う」（19.0%）「ど

ちらかといえばそう思う」（38.4%）があわ

せて 6割以上だった。 

性的マイノリティ入所者への対応について

施設として取り組みを行っているか 

実施している施設はほぼ皆無であり、「研

修会等を行い、施設として学習の機会をも

うけている」が回答施設全体の 1.8%、「他

所で行われている関連の研修会等に職員を

参加させている」が 2.8%だった。 

性的マイノリティの入所者は実際にいるか

／いたか 

性的指向が同性にある男性、性的指向が

同性にある女性、男性から女性へ性別移行

している人、女性から男性へ性別移行して

いる人のそれぞれについて「いた」「そうか

もしれない人がいた」「いなかったと思う」

「いなかった」の選択肢のなかから回答を

求めた。どれについても 4分の 3以上が「い

なかった」という断定で答えており、「いな

かったと思う」のような、（自分が気づかな

かっただけで）実は存在していた可能性を

考慮している回答を選んだ施設は 2 割以下

にとどまっていた。 

３－２．検討会での論点 

 以上の結果を踏まえ検討会では、このよ

うな結果の背景には何が考えられ、どのよ

うにこの状況を変えていくべきか、また、

実際に介護にあたる施設職員が、身構える

ことなく性的マイノリティ入所者のケアに

臨めるようにするためには、どのように支

えることが必要かを議論した。議論の内容

は多岐にわたるため、紙幅の都合上そのす

べてを掲載することはできないが、いくつ

かに絞って以下に紹介する。 

「性的マイノリティは常に既に存在してい

る」（一切いないということはありえない）

ということを、どうしたら意識させられる

か 

性的マイノリティが入所者のなかに一切

いない／いなかったということは考えにく

く、むしろ自分がそうであることをオープ



ンにできずにいたと捉える視点が必要であ

る。他方で「目の前の高齢者のなかにも性

的マイノリティはいるはず」と想像するこ

とを阻む背景として、以下のようなことが

推察された。 

例えば、一般的に高齢者の性を考えるこ

とを忌避する傾向があるが、性的マイノリ

ティはしばしば性的な存在（あるいは卑猥

な存在）として見なされるがゆえに、高齢

の性的マイノリティを考えることが、高齢

者の性を考えることと重なってしまう。そ

の結果、高齢の性的マイノリティは「想像

したくない存在」になってしまう可能性が

ある。 

また、要介護高齢者の行動は、「病の兆候」

として解釈されてしまう傾向があり、その

ために「この入所者は性的マイノリティか

もしれない」と考える契機が失われている

可能性も考えられる。例えば、その人の性

的指向などを示唆する行動（例えば同性に

好意を示すこと）があったとしても、その

行動が認知症の行動心理症状としてしか解

釈されない場合などである。 

「入所者のなかにもきっといるはず」と

想像できるようになるためには、抽象化さ

れた集合的存在としての性的マイノリティ

だけでなく、個別的で具体的な当事者につ

いて知ることも必要であり、研修などでそ

のような機会を提供すること（例えば、実

際に性的マイノリティの高齢者のケアに携

わった専門職の語りを聴くなど）も必要な

のではないか。 

職員個人に対して何を・どのように求める

べきか 

 差別的対応をなくそうとしても、制度や

施設の構造が変わらないと難しいこともあ

り、「個人でできること」と「個人だけでは

できないこと」を区別した上で、職員に対

して求められているのは前者であることを

明示する必要がある。職員のなかにも「性

的マイノリティを傷つけたくない」と思っ

ている人も少なくないはずで、その人たち

にひたすら「配慮せよ」という圧力をかけ

て萎縮させるべきではない。 

他方で、差別とは「思わず知らず」「既に

してしまっているもの」でもある。するつ

もりはなかったのにしてしまった時にはど

うすればよいかという、いわば責任の取り

方を具体的に教示することも重要である。

差別は「失敗」であり、一度でも「失敗」

したら終わり、というプレッシャーがかか

れば、傷つけたくないがゆえに性的マイノ

リティへの介護に携わることを躊躇する職

員を増やしてしまうのではないか。 

 

４．今後の課題 

本プロジェクトを通じて、性的マイノリ

ティの受入態勢に関する介護施設の実態と

課題、および、受入態勢の整備・向上のた

めの指針が確認された。これらをもとに、

介護施設の職員に向けた具体的な情報提供

や教育研修の方法を考案することが次のス

テップとなるだろう。 

 

５．研究結果の公表方法 

郵送調査の結果については、福祉社会学

や社会老年学の学術誌において資料論文と

して投稿を計画中である。検討会の内容は、

実践者も含め広く共有してもらうために、

一般向けの読み物として整理・公開するこ

とを、会の参加者とともに検討中である。 


